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担当所属

１　事業の概要
事業種別 事業主体
事 業 名 地区名等

事業区分 負担区分

採択年度
終了予定

事業目的

主な内容
事 業 費

～11年 12年 13年 14年 小　　計 15年～ 合　　計

（　　　）（　　　）（　　　）（　　　）（　　　）（　　　）（　　  ）
7,108 595 1,665 1,590 10,958 3,845 14,803

(1,992) (42) (0) (0) (2,034) (0) (2,034)

そ の 他

２　評価指標及び項目別評価
　(1) 事業の進捗状況

事 業 の
進捗状況

説　　明

問題点・
解決見込

事業効果
発現状況

　(2) 社会経済情勢の変化

社 会 的

評　　価

予算動向

必要性等

必 要 性
重 要 性
緊 急 性
効 率 性
そ の 他

その他

交通の分散による渋滞の解消大 大

左　の　説　明
産業地域間のアクセス強化
八戸地域の産業・経済活性化
東北縦貫自動車道八戸線関連

大 大
大 大

計　画　時 再 評 価 時
大 大

ＡＡ・Ａ・Ｂ・Ｃ
全国：県道改築事業については地域の産業・経済の活性化に寄与するとの意識が高まってい
る。
県内：　　　　〃
地域（関係市町村、受益者等）：　　　　　〃
国：平成７年度より地方特定道路事業工区の設定、平成１３年度より交通連携推進事業に採択
され、さらに交付金Ｂ事業としての工区が設定され、予算規模は拡大している。
県：　　　〃

単位：％
計 画 全 体 に
対 す る 進 捗

年 次 計 画 に
対 す る 進 捗

（　　　　　　）

県土整備部 道路課

72.40%

ＡＡ・Ａ・Ｂ・Ｃ

74.00%
(100.00％）

○未着工　　●長期継続（国交省１０年）
○その他（　　　　　　　　　　）

再 評 価
実施要件

国 50％：県 50％：市町村　　％：その他　　％
（補助区間）

●県　　○市町村　　○その他（　　　　）
八戸市市川町

●補助事業等　●単独事業

平成５年度
平成１６年度

（用地着手　６年度、工事着手　　８年度）
（　　　年　　　月計画変更＜計画時　１６年度＞）

用地買収が完了し、事業は順調に進捗している。

ＪＲ跨線部の桁架設工法について、地震時対策等の検討に時間を要した。一部用地について難
航地権者がいたため、土地収用法事業認定等の手続きを実施した。

事　業　費　割　合
（うち用地費）

工種毎
割　合

（主要工種）

（工種名：評価基準）

橋梁

公 共 事 業 再 評 価 事 業 別 調 書

計　　画
（うち用地費）

＜　年　月変更＞

実　　績
（うち用地費）

東北縦貫自動車道八戸線八戸北IC・八戸ICと重要港湾八戸港を連絡し、八戸市街地の渋滞を解
消する。

全体延長L=1,050m W=2@6.5(24.5)m   橋梁L=280m  取付道路L=770m
単位：百万円採択時総事業費      百万円

県道改築事業
(主）八戸環状線地方道改築事業
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　(3) 費用対効果分析の要因変化
費 用 対
効果分析

変化内容

B/Cへの

影　　響

　(4) コスト縮減・代替案立案の可能性
ｺｽﾄ縮減
の可能性
代替案の
可 能 性

　(5) 評価に当たり特に考慮すべき点
住民ﾆｰｽﾞ
把握状況
環境影響
への配慮
地域特性

３　対応方針（事業実施主体案）
総合評価
評価理由

備　　考

４　公共事業再評価審議委員会意見
委 員 会
意　　見
委 員 会
評　　価
評価理由

附帯意見

　●継続　　○見直し継続　　○中止

　●継続　　○見直し継続　　○中止
総事業費が大きいため、事業期間が長いが、集中投資を行うことにより、早期の効果発現が期
待できることから整備を継続することが必要である。

　●対応方針（案）どおり　　　○対応方針（案）を修正すべき

当事業区間は都市計画決定済みであり、代替計画案の可能性は無い。

早期完成供用に関しては地元住民からの要望が年々強まっている。

工事に伴う残土量を最小限にし、沿線には植樹し、緑化に努める。

費用：事業採択時に費用対効果分析を行っていない。
効果：同上

　　　同上

橋梁工事においては県債務負担行為、取付道路については交付金事業、地方特定事業等を活用
し、集中的投資を行い、コスト縮減を図っている。

Ｂ／Ｃ 1.74

計　画　時 再 評 価 時 増　　　減
費用（Ｃ） 百万円  17,044百万円 百万円
効果（Ｂ） 百万円  29,796百万円 百万円

ＡＡ・Ａ・Ｂ・Ｃ
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